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障害者基本法改定（H23.8.5公布）

（教育） （インクルーシブ教育の推進）

第十六条 国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、
かつ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、
可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共
に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充
実を図る等必要な施策を講じなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である
児童及び生徒並びにその保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、
可能な限りその意向を尊重しなければならない。
３ 国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない
児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによって、そ
の相互理解を促進しなければならない。
４ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに
人材の確保及び資質の向上、適切な教材等の提供、学校施設の整備その
他の環境の整備を促進しなければならない。



インクルーシブ教育の推進
国連障害者権利に関する委員会 第一回政府報告に関する総括所見より抜粋

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100448721.pdf

教育（第２４条） 51.委員会は、以下を懸念する

(a)医療に基づく評価を通じて、障害のある児童への分離された特別教育が 永続してい
ること。障害のある児童、特に知的障害、精神障害、又はよ り多くの支援を必要とす
る児童を、通常環境での教育を利用しにくくし ていること。また、通常の学校に特別
支援学級があること。

(b)障害のある児童を受け入れるには準備不足であるとの認識や実際に準備 不足であ
ることを理由に、障害のある児童が通常の学校への入学を拒否 されること。また、特
別学級の児童が授業時間の半分以上を通常の学級 で過ごしてはならないとした、
2022年に発出された政府の通知。

(c)障害のある生徒に対する合理的配慮の提供が不十分であること。

(d)通常教育の教員の障害者を包容する教育（インクルーシブ教育）に関する技術の欠如
及び否定的な態度。

(e)聾（ろう）児童に対する手話教育、盲聾（ろう）児童に対する障害者を 包容する教育
（インクルーシブ教育）を含め、通常の学校における、代 替的及び補助的な意思疎通
の様式及び手段の欠如。 CRPD/C/JPN/CO/1 14

(f)大学入学試験及び学習過程を含めた、高等教育における障害のある学生 の障壁を
扱った、国の包括的政策の欠如。



インクルーシブ教育の推進

52.障害者を包容する教育（インクルーシブ教育）に対する権利

に関する一般的意 見第4号（2016年）及び持続可能な開発目

標のターゲット4.5及び4(a)を想起し て、委員会は以下を締

約国に要請する。

医療に基づく評価を通じて、障害のある児童への分離された特別教育が 永続して

いること。障害のある児童、特に知的障害、精神障害、又はよ り多くの支援を必要と

する児童を、通常環境での教育を利用しにくくし ていること。また、通常の学校に特

別支援学級があること。



インクルーシブ教育の推進

52.（続き）

(a) 国の教育政策、法律及び行政上の取り決めの中で、分離特別教育を終わ らせることを目的として、障

害のある児童が障害者を包容する教育（イ ンクルーシブ教育）を受ける権利があることを認識すること。ま

た、特 定の目標、期間及び十分な予算を伴い、全ての障害のある生徒にあらゆ る教育段階において必要と

される合理的配慮及び個別の支援が提供され ることを確保するために、質の高い障害者を包容する教育

（インクルー シブ教育）に関する国家の行動計画を採択すること。

(b) 全ての障害のある児童に対して通常の学校を利用する機会を確保するこ と。また、通常の学校が障害

のある生徒に対しての通学拒否が認められ ないことを確保するための「非拒否」条項及び政策を策定する

こと、及 び特別学級に関する政府の通知を撤回すること。

(c) 全ての障害のある児童に対して、個別の教育要件を満たし、障害者を包 容する教育（インクルーシブ教

育）を確保するために合理的配慮を保障 すること。

(d) 通常教育の教員及び教員以外の教職員に、障害者を包容する教育（イン クルーシブ教育）に関する研

修を確保し、障害の人権モデルに関する意 識を向上させること。

(e) 点字、「イージーリード」、聾（ろう）児童のための手話教育等、通常 の教育環境における補助的及び代替

的な意思疎通様式及び手段の利用を 保障し、障害者を包容する教育（インクルーシブ教育）環境における聾

（ろう）文化を推進し、盲聾（ろう）児童が、かかる教育を利用する機 会を確保すること。

(f) 大学入学試験及び学習過程を含め、高等教育における障害のある学生の 障壁を扱った国の包括的政

策を策定すること。



障害者基本法改定（H23.8.5公布）
（療育） 第十七条 （H23 新設）

国及び地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限り そ
の身近な場所において療育その他これに関連する支援を受けられ
るよう必要な施策を講じなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、療育に関し、研究、開発及び普及の促
進、専門的知識又は技能を有する職員の育成その他の環境の整備
を促進しなければならない。

【参考】「療育の理念」

たとえ肢体に不自由なところもあるも、次の社会を担って我邦の
将来を決しなければならない児童たちに、曇りのない魂と希望を
もたせ、その天稟をのばさせなければならない。それには児童を
一人格として尊重しながら、先づ不自由な箇処の克服につとめ、そ
の個性と能力とに応じて育成し、以って彼等が将来自主的に社会
の一員としての責任を果たすことが出来るように、吾人は全力を
傾盡しなければならない。

高木憲次 博士 「療育の理念」より



発達支援（療育）

今後の障害児支援の在り方について
～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべきか～

○ 地域社会への参加・包容（ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝ）の推進と合理的配慮
○ 障害児の地域社会への参加・包容を子育て支援において推進す
るための後方支援としての専門的役割の発揮

障害児支援の在り方に関する検討会 平成26年７月16日

○ ライフステージに応じた切れ目の無い支援（縦の連携）
○ 保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等とも連携した地域
支援体制の確立（横の連携）

障害児本人の最善の利益の保障 家族支援の重視

地 域 に お け る 「縦 横 連 携」 の 推 進

基本理念

児童相談所等
との連携

支援に関する
情報の共有化

相談支援の
推進  

支援者の専門性
の向上等

（報告書 米山一部改変）
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障害児（疑いのある児）への支援
ICIDC から ICF（-CY）（2007）へ さらに人権モデルへ

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/s0327-5k.htm

１ 国際障害分類（International Classification of Impairments, 
Disabilities and Handicaps：ICIDH）ICIDHは、 2001年WHO  国際疾病分
類（ICD）の補助分類として発表されたもの 3つのレベル分類 

①機能障害（impairment） 

②能力障害（disability）

③社会的不利（handicap）

２ 国際生活機能分類（International Classification of Functioning, 
Disability and Health：ICF）は、身体・個人・社会の3つの視点から、健康状態にあ
る人に関連する領域を、心身機能・身体構造、活動、参加に系統的に分類しており、個人
の生活機能、障害および健康について記録するのに役立つものである。1500項目に
分類。 生活機能（functioning）が、心身機能・構造（body functions and 
structures）、活動（activities）、参加（participation)の包括用語として、活動制
限（activity limitation）、参加制約（participation restriction）の包括用語と
して用いられている。 全ての構成概念と相互作用する背景因子（contextual 
factors）として、環境因子（environmental factors）と個人因子（personal 
factors）を挙げている。

医療
モデル

人権モデル
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生活・社会
モデル



障害児支援：医学モデル→社会モデル→人権モデルへ

国連障害者権利に関する委員会 第一回政府報告に関する総括所見より抜粋
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100448721.pdf

障害のある児童（第７条）

17.委員会は、以下を懸念をもって注目する。

(a) 母子保健法で規定される早期発見及びリハビリテーションの
制度が、 （医学的検査に基づく）障害のある児童を社会的隔離へ
と導き、障害者 を地域社会から疎遠にさせ、障害者を包容する生
活の展望を妨げている こと。

(b) 児童福祉法を含む全ての関連法において、障害のある児童
が聴取され、 自己に影響を及ぼす全ての事項について、自由に自
己の意見を表明する 権利についての明確な認識が欠如している
こと。

(c) 家庭、代替的ケア及びデイケア環境において、障害のある児
童を含む児 童への体罰が完全に禁止されておらず、障害のある
児童に対する虐待及 び暴力を予防し保護するための対策が不十
分であること。



障害児支援：医学モデル→社会モデル→人権モデルへ

国連障害者権利に関する委員会 第一回政府報告に関する総括所見より抜粋
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100448721.pdf

18.児童の権利委員会及び障害者権利委員会による障害のある児童に関
する共同声 明（2022年）に関連し、委員会は締約国に以下を勧告する。

(a) 全ての障害のある児童の完全な社会包容の権利を認識するために既
存の 法律を見直し、他の児童との平等を基礎として、障害のある児童が幼
少期から一般の保育制度を完全に享受することを確保するため、ユニバー
サルデザイン及び合理的配慮（特に、代替的及び補助的な意思疎通の手
段）を含む、全ての必要な措置を実施すること。

(b) 司法及び行政手続をはじめとする手続において、障害のある児童が他の 児童との
平等を基礎として、自己に影響を及ぼす全ての事項について自 由に自己の意見を聴取
され、表明する権利と、自己の権利を実現するた めに障害及び年齢に適した支援と意思
疎通を、利用しやすい形態で提供 される権利を認識すること。

(c) あらゆる環境における、障害のある児童を含めた児童の体罰を完全にか つ明示的
に禁止し、障害のある児童に対する虐待及び暴力の防止及び虐 待及び暴力からの保護
に係る措置を強化すること。







地域でこどもと家族の生活を支える
地域社会への参加・包容（インクルージョン）と合理的配慮

生命の安全
（医師-看護-リハビリ-支援職）

（自己肯定感の維持向上）

心身の健康維持
（看護-リハ-支援職）

（参加・活動）
社会生活

（保健-福祉-教育-
就労）

医療・福祉・教育等の制度を
超えた顔の見える連携
（保健・医療・教育・
福祉・就労など）

遊び・学び・
外出・出会い
仕事・休養

体調・健康の
維持と向上

生命の安全保障
苦痛の緩和と除去

（あおぞら診療所 前田浩利先生 一部改変）
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しょうがいしゃさべつかいしょうほう しこう

障害者差別解消法(2016.4 施行 2021.5（改正））
きーわーど

キーワード
 さべつてきとりあつかいのきんし

① 差別的取扱いの禁止
ごうりてきはいりょふていきょうのきんし

② 合理的配慮の不提供の禁止
      R6年4月（法改正）民間事業者も法的義務化へ！

※ 合理的配慮（Reasonable Accommodation)は、気遣
い・心配りではなく、「合理的環境調整」と読み替えて下さい！
「事前的環境調整」と「合理的配慮」は車の両輪です！
（引用： 石川准先生 前障害者政策委員会委員長 静岡県立大学名誉教授）

バリアフリー

ユニバーサル
デザイン

障害児に優しい環境・支援は、
定型発達しているこども・大人にとっても優しい環境や支援



知
的
発
達

低
低 対人相互性

知的障害

中〜高

中〜高

注意欠陥多動性障害
（ADHD）4.0%(3.1%)

発達障害は複数の障害を
随伴していることが多い

（R4年１２月.文部科学省調査：小中学校）

8.8%：学習面か行動面で著しい困難

6.5 ％：学習面で困難
5.7 ％：行動面で困難

1.6％：学習面と行動面ともに著しい
困難（医療との連携必要）

男子：9.3% 女子:3.6%
                       （6.5％ （H24））

（6.3％(H14)）

広汎性発達障害
自閉スペクトラム症
（ASD)1.7% (1.1%)

ASD（自閉スペクトラム症）

高等学校
LD：1.3％
ADHD:1.0％
ASD:0.5％



特別支援教育
を受ける児童
生徒は、全児童

生徒数の

6.3%

10年で2倍余
り

特別支援教育の現状 R4年度データ 文部科学省
https://www.mhlw.go.jp/content/001076370.pdf



① 鳥取県 「悉皆健診とした５歳児健康診査」（1015名） （2007 小枝）

発達障害児の出現頻度：9.3％

  AD/HD:37名 3.6%

    PDD:19名 1.9%

   LD:1名  0.1%

    MR〜境界:37名 3.6%

② 栃木県 「幼稚園・保育園へスタッフが訪問して実施する健診システム」

５歳児健診（1056名） （2007 下泉）

 発達障害疑い 8.2％

③ 福岡県 糸島市（旧前原市） 「就学時健診（5,6歳）に実施するミニ授業でスク
リンーニングシステム」 （ 2009 大神）

          発達障害疑い 8.6％

（３歳児健診ではその50%が通過）

５歳児健診における「発達障害疑い」の割合



ケアニーズの高いこどもの増加（神経発達症/RAD/PTSD）R5
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引用：こども家庭庁（令和6年2月29日）報告 児童養護施設入所児童等調査の概要
（令和 ５年 ２月１日現在）米山 作成



引用：
・厚生労働省子ども家庭局・総務課 厚生労働省社会援護局障害保健福祉部 （令和2年2月1日）
・こども家庭庁（令和6年2月29日）報告 児童養護施設入所児童等調査の概要（令和 ５年 ２月１日現在）
・平成28・29年度 厚労科研「障害児入所支援の質の向上を検証するための研究」
・医療型・福祉型障害児入所施設に在園する被虐待（及び疑い）児童数とその割合日本知的障害者福祉協会(2010） 全国肢体
不自由施設運営協議会(2010）
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障害児入所施設における、被虐待（疑い）経験のある児童の割合が増加！

3,397/8,244人
31.5％（H28）

3,632/9,632人
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https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/253aba4f-3ce0-4aa1-a777-
3d42440f1ca2/6b53e02b/20240712_policies_shougaijishien_shisaku_hoshukaitei_117.pdf



市区町村

インクルージョン推進



先ずは、自分を大切に！ 心身の健康第一で！ 

障害や困難のあるこどもないこどもとその家族の
暮らしを身近な地域で皆で支え、共に生きましょう !

子は宝なり
子ども一人を育てるのに村一つ必要

It takes a Village to raise a Child. （アフリカの格言）

全国心身障害児福祉財団 全国療育相談センター
米山 明

第７回FLECフォーラム クロージングシンポジウム
「インクルーシブ保育はどこへ行くのか？」2025.3.16
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